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研究要旨 

本報告は、依存症者を主対象とする B型事業所において、どのような対象者に対し、どの

ような運営や支援が行われ、その支援の成果はどのようなものかを明らかにすることを目

的とし、3 か所の B 型事業所に対し聴き取り調査を行った。主な結果は以下の通りである。

①対象者には、依存症に加え発達障害などの障害が併存するなど社会復帰がこれまでの依

存症者支援のみでは社会復帰が困難な人が含まれる。②利用開始は医療機関や自治体の福

祉事務所からのリファーによるものであった。③支援内容としては、通常の B型事業所の要

素に加え施設内でのミーティングや地域の当事者ミーティングへの参加が促進されるとい

った依存症支援特有の支援方法が含まれる。④地域への関わりも行われている。⑤生活リズ

ムが整い、利用時間が伸長する、事業所内での人間関係が構築されるといった成果が認めら

れる。⑦工賃向上や企業への就労という面では現在のところ十分な成果は出ていなかった。 

A.背景および目的

１．本報告の背景 

精神障害者の就労支援において、企業等

で雇用契約を結んで働く一般就労だけでな

く、福祉的就労である障害者総合支援法下

の就労継続支援も重要な位置を占め、その

利用者は増え続けている。厚生労働省によ

れば、就労継続支援 B型事業所（以下、B型

事業所）の総利用者数は、平成 20 年度は

51488 人であったのが平成 29 年度には

239606 人と増加し、また障害種類別でも身

体、知的、精神の各障害とも利用者数が増加

している。その構成割合を障害種類別に見

ていくと、平成 20、29 年度ともに知的障害

者の割合が最も高いが（それぞれ 54%、53%）、

精神障害者については平成 20 年度では

16301人（31%）だったのが、平成 29年度に

は 82334 人（34%）と構成割合が若干増加し、

利用人数も他の障害種類同様増加している

状況にある（厚生労働省, 2019）。 

精神障害者の就労支援というと、疾患種

別では統合失調症、うつ病等、さらには発達

障害が基底にあり精神障害を有する人への

支援がこれまで注目されてきている。一方

で、精神障害や精神疾患にはこれらとは異

なる疾患である「依存症」も含まれる。 

アルコールや薬物、ギャンブル等の依存

症は、本質的には物質や行動がコントロー
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ルできなくなってしまう疾患である。厚生

労働省（2020）による一般国民向けの説明で

は依存症の特徴として、 

・「孤独の病気」：学校や職場、家庭などと

うまくなじめない、常にプレッシャーを

感じて生きている、自分に自信が持てな

いなどの不安や焦りからアルコールや薬

物、ギャンブルなどに頼るようになって

しまい、そこから依存症が始まる場合も

あること。 

・「否認の病気」：「自ら問題を認めない」た

め、本人が病気と認識することは困難で

あること。 

が示されている。 

さらに、家族はアルコールによる暴力や

ギャンブルによる借金の尻ぬぐいになどに

翻弄され、本人以上に疲弊するケースが多

くみられることについても指摘されている。 

このような依存症は、依存症自体が治癒

し物質や行動がコントロールできるように

なること、例えばアルコールで言えばアル

コールを程々に楽しめるようになる、節酒

できるように治療することは困難であると

されている。一方、アルコール依存につい

て、若林（2016）は「断酒を続ける事によっ

て、健常成人と一見変わりない社会生活を

送ることが可能であり」としており、治療目

標を「断酒の継続による社会的適応」とする

小杉（1997）の見解を紹介している。 

依存症の就労については、このような見

解（断酒の継続によって就労を含む社会的

適応を支援する）が伝統的なものであり、障

害者雇用促進法や障害者総合支援法の枠組

みというよりは、当事者間のネットワーク

構築、例えば断酒会への定期的な参加等に

より、アルコール等の依存対象を断つこと

を継続させ、それによる企業就労を含む一

般社会への参加を維持・継続することに支

援の重きが置かれてきた。 

一方で、依存症そのもの以外にも様々な

社会的不利があったり配慮が必要である場

合がある（例：職歴に空白期間がある）もの

の、例えば精神障害者保健福祉手帳を取得

するなどして、障害者としての企業就労や

福祉的就労をどのように進めるのかといっ

たことに関する研究知見の蓄積はあまりな

されてこなかった。近年の文献では、病院と

併設した就労支援施設の活動や IPS（個別就

労とサポート）の考え方をアルコール依存

症への適用可能性の展望を述べた大石

（2014）や、地域での就労支援・生活支援の

拠点づくりの活動を記述した佐古（2016a）

など、就労支援に関する実践的な報告が少

しずつ見受けられるようにはなってきてい

る。それでも、依存症者を主対象とする B型

事業所の運営がどのように行われ、どのよ

うな効果がもたらされているのかを明らか

にした研究はこれまでのところ見られてい

ない。 

ところで、アルコール依存の分野では、ア

ルコール依存症には 2 つのタイプがあると

の 指 摘 が さ れ て い る 。 Cloninger et 

al,(1996)によれば、タイプⅠは 25 歳以降

に発症し遺伝及び環境要因の双方が作用し、

飲酒への統制を喪失している、傷つくこと

を恐れる等の特徴があり、一方タイプⅡは

遺伝的要因が強く 25歳以前から発症し、飲

酒をやめることが困難であり新奇な物事を

求める傾向等がある。 
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図 アルコール依存症の 2つのタイプの違い（Cloninger et al, 1996） 

このような 2 つのタイプのうち、タイプ

Ⅱの人は早期の発症を経験し社会経験が乏

しく社会に出るために、社会に参加する前

段階の訓練がタイプⅠよりも必要と考えら

れる。そのため、タイプⅡのような層の人々

にとっては、B型事業所での就労や対人面等

について経験を積むことが、社会復帰を図

るためには重要であることが指摘できるだ

ろう。 

また同様に、アルコール依存症ほど明確

には指摘はされていないものの、その他の

依存症でも遺伝的要因があることが示され

ている。そしてそのような遺伝的要因の影

響が強い人がいずれの依存症でも一定数存

在し、単に依存対象を断ち切りその継続を

支援するだけでは、社会参加に向けた支援

としては不十分である層も存在する可能性

が考えられることから、より緩やかな環境

である福祉的就労の場面において、依存対

象との関係を断ち切った地域生活や職業生

活の経験を積んで社会に出ていくことを目

指すような支援を受けることにも大きな意

義があることが指摘できよう。 

２．本研究の目的 

上述のように、遺伝的要因の影響等があ

り依存症の発症年齢が若いため社会経験が

十分なく、単にアルコール等の依存対象を

断ち切ることの継続を支援するだけでは社

会参加に向けた支援としては十分でないタ

イプが存在する。そのため、このようなタイ

プを主な対象として、依存対象を断ち切っ

て地域生活を送れるようになった次の回復

のステップの場として、B型事業所等の福祉

的就労（作業所）の場が重要となってきてい

る（佐古, 2016b）。そして、依存症者を支援

する（病院ではない）社会復帰施設が全国各

地に見受けられるようにはなってきている

*。

しかしながら、これまでのところ、依存症

者を主対象とする B 型事業所の運営がどの

ように行われ、どのような効果がもたらさ

れているのかに関する研究は十分蓄積され

てきていない。そこで本分担研究では、依存

症者を主対象とする B 型事業所から運営に

ついての聴き取りを行い、どのような対象

者に対し、どのように運営が行われている

のか、また利用者に対しどのような効果を

もたらしているのかについて把握すること

を目的とする。 
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B.研究方法

１．対象事業所 

3か所の事業所を対象とした。3か所の事

業所については、運営している法人が設立

後 10 年以上経っていることを調査対象の

要件とした。インターネットで調べ、コンタ

クトを取った。

２．調査時期 

2020年２月～2021年 2月に行った。 

３．調査内容 

訪問あるいはオンラインによるインタビ

ュー調査を実施した。調査協力者は責任者

の職員各 1 名（3 事業所で計 3 名）であっ

た。インタビュー時間は約 90分程度であり、

事業所運営と支援実態について、インタビ

ューガイドの面接項目の問い（事業所の概

要、運営方針、支援内容、支援体制、支援上

の工夫）に対して自由に回答してもらう、半

構造化面接法を用いて実施した。 

４．倫理的配慮について 

調査対象者には，所属組織機関及び調査

対象者共に、承諾書及び同意書を提示し，本

調査の趣旨及び内容，調査データの取り扱

いについて書面を提示して説明し、署名に

よる同意を得た。なお本調査の倫理審査に

ついては、常磐大学・常磐短期大学研究倫理

審査（100109号）、筑波大学研究倫理審査(第

東 2019－75 号)、東京通信大学研究倫理審

査（東通倫研第 201803号）の承認を経てい

る。 

５．分析方法 

インタビューを音声データで保存し、設

問項目毎に記述を分類し，調査協力者の発

言を整理した。また調査協力者から施設の

概要や、近年の利用実績等に関する資料を

訪問時に提供された場合もあり、その場合

はそのような資料も分析の対象とした。 

C.結果

結果の概要を表１に示す。3か所の事業所

については、それぞれ事業所①～③とした。 

１．施設概要及び利用者 

いずれの事業所も NPO 法人運営の B 型事

業所である。多機能型あるいは法人内で他

の事業所を有している場合（①、③）と、B

型事業所のみを運営している場合（②）とが

あった。 

利用者については、事業所①はアルコー

ル依存症で社会復帰が困難なタイプ、事業

所②③については、アルコール依存症と知

的障害と重複している利用者や発達障害と

の重複が疑われる利用者が一定程度いると

のことであった。 

２．作業内容 

作業内容は、洋菓子製造、レストラン、農

業などであり、B型事業所が取り組むものと

して一般的な作業種目が採用されていると

言える。なお、扱っている作業はそれぞれ特

別なものではないものの、一つの事業所に

おける作業の種類はいずれの事業所でも豊

富に用意されていた。 
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表 1 聴き取った内容の概要 

事業所① 事業所② 事業所③ 

施設

概要 

・NPO法人運営。B型事

業所の他、生活訓練も実

施（多機能型）。

・NPO法人運営。B型事

業所のみ。

・NPO法人運営。B型事

業所以外に運営法人内に

総合支援法外の自主事業

（宿泊施設）も実施。全

員がこの入所施設から通

所。

利用

者 

・アルコール依存症者

（定員 10人）

・アルコール依存症者と

他の統合失調症・軽度知

的障害者など半々程度

（定員 20人）、依存症

と障害が重複している利

用者もいる。

・依存症者の回復施設、

アルコール依存や薬物依

存を対象としているが、

アルコール依存症の利用

者が最も多い。中には知

的障害や発達障害との重

複障害の存在が感じられ

る利用者もいる。定員

20人。

作業

内容 

・ポスティング、洋菓子

の製造販売、商品梱包、

外部施設での清掃、その

他単発作業

・レストラン（ラン

チ）、野菜の宅配等。宅

配については様々な方法

で様々な種類を扱ってい

る）。

・農業を取り入れている

（白菜、人参、大根、葱

など様々）。また法人内

の別事業所ではレストラ

ンも行っている。

入所

経路 

・専門病院からの紹介が

中心。また生活訓練事業

を併設しているため、ま

ずは生活訓練から開始す

る人がほとんど。

・近隣の様々な依存症者

を診ているクリニックか

ら来所。

・県外の自治体（福祉事

務所）から紹介されてく

る人が多い。

依存

症者

の特

徴に

対応

した

取り

組み 

・ミーティングの重視。

また当事者グループ（断

酒会、AA）につなげるこ

とも重視。

・企業就職者（依存症の

クローズ就職者）がお

り、就職後も関係を継

続。

・ミーティングを実施し

ているが、知的障害との

重複等ミーティングに乗

りにくい利用者もいる。

・アルコール依存症者と

他の種類の障害者（統合

失調症等のある人）と相

互作用で、お互いの障害

理解が進んでいる。

・地域のミーティングへ

の参加を促している。

・家族や友人のための家

族会ミーティングも実

施。

工賃

向上

につ

いて 

・5000 円程度（2018 年

度）

・なかなか工賃向上は達

成できていない。

・なかなか工賃向上は達

成できていない（8000

円程度＜2019年度

＞）。

・また当事業所では高工

賃を期待する場ではない

旨、利用者に説明。

・4000 円弱（2019年

度）

・作業（農業）自体を指

導する人材が不足してい

ると感じている。

・県の行っている工賃向

上コンサルタントなどは
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多忙もありなかなか活用

できない。 

表１表 1 聴き取った内容の概要（つづき） 

事業所① 事業所② 事業所③ 

施設

内で

のス

テッ

プア

ップ

・生活訓練（不安定な状

態）から B型事業所へ施

設内で移行する人が多

い。

・その過程の中で通所時

間が長くなる人もいる。

・週 3日以上（最初は 1

日 2時間でも）からスタ

ート。

・少しずつ調子が整い、

勤務時間が長くなる人も

いる。

宿泊施設が併設されてい

るため、体力が回復して

いない人も日中は作業の

場にいてもらうようにし

ている。そのため一定時

間以上働けないと利用で

きない等の利用要件はな

い。 

企業

就労

への

移行 

依存症についてクローズ

にしての就職している人

もいる。（数は多くはな

い） 

・依存症のみの場合はク

ローズにしての就職、た

だし重複している障害

（統合失調症等）の場合

は障害者雇用枠での就

職。

・当事業所の次に就労移

行事業所につなげるとい

うことはない。

・生活保護に頼ってお

り、現在の施設生活から

抜けられない人がいる。

・一方で、自分がこれま

で持っていたツテなどで

日雇いの仕事に就職して

しまうケースもある。

・就職して施設から社会

復帰できたというモデル

がまだ作れていない。

地域

への

関わ

り 

元自治体との連携のも

と、依存症への啓発を地

域で進めるための講演会

や事例検討会などの活動

にも取り組んでいる。 

自立支援協議会の就労部

会に参加、精神障害者就

労に焦点を当て、企業側

も事業所側も複数の団体

が連携して利用者の受け

入れを試したりするなど

して、個々の就労支援系

の事業所で抱え込まない

体制を整えた。 

施設立ち上げ時に地域の

人たち（専門職でない不

動産業者や電気業者な

ど）に助けてもらい、つ

ながりを構築。またその

関係性をその後も維持。

自治体との関係性の構

築。 

３．入所経路 

事業所①②については病院からのリファ

ーによる通所開始が多いとのことであった

が、事業所③は県外からの福祉事務所から

のリファーにより（同法人内の宿泊施設へ

の）入所開始が多いとのことであった。 

４．依存症者の特徴に対応した取り組み 

いずれの事業所でも依存症者の特徴に対

応した取り組み、特に B 型事業所内部での

ミーティングを開催し利用者に参加しても

らうこと、さらに地域の依存症者の当事者
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活動であるミーティングへの参加が励行さ

れていた。 

5.工賃向上について

工賃については、いずれの事業所でも全

国平均程度の工賃を下回っていた。いずれ

の事業所においても、工賃向上について意

義は認めているものの、その実現に苦慮し

ている様子が窺えた。 

6.施設内での利用時間の伸長

いずれの事業所でも、利用開始時の依存

症の影響が強く残り、また体力不足で体調

が整わない時期から少しずつ利用時間が長

くなっていくという、リハビリテーション

的機能をしっかりと有していることが認め

られた。 

7.企業就労への移行

事業所②では、知的障害や統合失調症と

重複している利用者の場合、障害者雇用枠

で就職できている事例があるものの、アル

コール依存症ということで障害者手帳を取

得して企業に就労するという事例は見られ

なかった。また依存症であることを非開示

にして支援なしで就職している事例はある

とのことであった。事業所①も同様に依存

症であることを非開示にして就職している

事例もあるものの多くはないとのことであ

った。事業所③では、生活保護に頼っており、

なかなか現在の施設生活から抜けられない

人が多いことや、一方で特に依存症である

ことを非開示にして日雇い労働といった不

安定な職業に自己就職してしまいフォロー

アップができない事例もあるとのことであ

った。 

D.考察

本研究は、存症者を主対象とする B 型事

業所では、どのような対象者に対し、どのよ

うに運営が行われているのか、また利用者

に対しどのような効果をもたらしているの

かについて把握することを目的とした。こ

れらの観点に沿って考察を行っていくこと

とする。 

１．どのような対象者に対する B 型事業な

のか 

アルコール依存症においては、25歳以降

に発症するタイプの他、遺伝的要因の影響

等があり依存症の発症年齢が早期（25歳以

前）であり社会経験が十分なく、単にアルコ

ールという依存対象を断ち切ることの継続

を支援するだけでは支援が十分でないタイ

プが存在し、このようなタイプを主な対象

として、依存対象を断ち切って地域生活を

送れるようになった次の回復のステップの

場として、B型事業所等の福祉的就労（作業

所）の場が重要とされる（佐古, 2016b）。で

は、本報告の調査対象であった B 型事業所

では、実際に遺伝的要因の影響が強い依存

症利用者は多いと言えるのだろうか。 

本報告では利用者に対し個別に詳細なエ

ピソードを聞くなどの調査を行っておらず、

遺伝的な要因が強いかどうかの詳細な把握

はできていない。 

一方で、事業所①はアルコール依存症で

なかなか社会復帰が困難なタイプ、事業所

②③については知的障害と重複している利

用者や発達障害との重複が疑われる利用者

が一定程度いるとの話があった。これらの
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ことから、遺伝的な要因が強いか判断はで

きないものの、少なくとも他の障害との重

複があるなどして、これまでの依存症者支

援で行われてきたような、当事者活動で他

者とのつながりを作り自己洞察を深めるこ

とで社会復帰を目指すといった支援のみで

は社会復帰が難しい利用者が多く在籍して

いることが窺われた。またこのようなこと

もあるため、下記に示す工賃や安定した企

業就労について、必ずしも望んでいるアウ

トカムが容易に得られない要因となってい

る可能性があることも考えらよう。 

２．どのように運営が行われているのか 

（１）利用開始のきっかけ

利用者の利用開始のきっかけについては、

依存症専門病院の関わり（事業所①）や、近

隣病院からの紹介（事業所②）といった、医

療機関との関わりが比較的強い場合があっ

た。これらのことは依存症の支援において、

専門医療との関わりが重要であることから

極めて当然であるともいえるが、基本的特

徴の一つと言えよう。 

また、事業所③では行政の一組織である

福祉事務所との関わりがあるとのことであ

った。これは事業所③が県外の自治体福祉

事務所から依存症者の生活支援・就労支援

を行っていることが知られているからこそ

リファーされていると言えよう。

そして上記（医療機関及び行政機関から

リファーがあること）については、依存症者

の就労を含めた支援についての専門的サー

ビスを提供しているというこれまでの実績

があるからこそであるともいえる。また、そ

のような依存症者の特徴を把握したうえで

適した就労支援サービスを提供できる施設

が、他の障害に比べ少ないという社会的状

況もこの状況に影響していると言えるだろ

う。依存症という疾患の持つ特徴や依存症

を取り巻く社会状況が利用開始の契機にも

影響を与えているということが言えるので

はないかと考える。 

（２）利用開始してからのサービスの特徴

依存症者の支援において、アルコールな

ど依存対象と関わらなくてもよい機会・環

境を提供することが重要である。一方、B型

事業所という事業は、通って人と会ってや

り取りをする、一定時間に作業をするなど

の生活リズムが確立されるといった特徴を

有する。この B 型事業所の持つ基本的特徴

は、依存対象を断ち切った生活の構築に寄

与していることが指摘できよう。これは B

型事業所が持っている機能としては非常に

基本的ではあるが、とても重要な要素であ

ると考えられる。 

また、いずれの事業所でも行われている

特徴的なサービスとして、事業所内におけ

るミーティングの実施や当事者グループへ

の参加促進が挙げられる。ミーティング等

において自分自身と依存対象の関係につい

て心理的に振り返ること、また当事者ネッ

トワークへ参加することが促されること、

これらを通し依存対象との関係を断った生

活の構築が図ろうとしている。そしてそれ

らにより、「依存対象を断ち切ることの継続」

が目指される。 

もともと、アルコール依存症者への社会

復帰支援では、自己の見つめ直し、自助グル

ープへの関わるということに伝統的に取り

組まれてきている。今回の調査の対象とな
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った就労支援をメインとする B 型事業所に

おいても、その取り組みが用いられている

ことが確認された。なお、このような取り組

み（依存対象との関係の振り返り、当事者グ

ループへの参加促進）は他の障害種類を主

対象とした B 型事業所ではあまり取り組ま

れることのない、依存症者を主対象とした B

型事業所ならではの取り組みと考えられる。 

一方、作業内容については、洋菓子の製造

販売・商品梱包・外部施設での清掃（事業所

①）、レストラン（事業所②）、農業（事業所

③）、となっている。これらの内容を豊中市

（2014）による調査と比較してみると、一般

的なものであると言える。そのため、作業内

容そのものは、特に依存症のある人が利用

者であることの影響はないと考えられる。 

一方で、それぞれの事業所は利用者数が

大きいものではないが（10 人～20 人）、規

模に比して多様な作業種に取り組まれてい

ると言えるのではないだろうか。そして、そ

の作業種類が多様であることは一つの特徴

である可能性があることが指摘できよう。 

３．B 型事業所サービスによるアウトカム 

（１）生活リズムの整備、施設内での利用

時間の伸長 

いずれの事業所でも、利用開始時の体力

不足で体調が整わない時期から少しずつ利

用時間が長くなっていくという、リハビリ

テーション的機能をしっかりと有している

ことが認められた。すなわち、既存の支援で

はなかなか回復が困難なタイプの依存症者

の回復に B 型事業所としてサービスを提供

し、結果として一定程度の効果を有してい

ることが確認されたと言えるだろう。 

（２）利用者同士のつながりの構築

生活リズムの整備とともに、利用者同士

のつながり・人間関係の構築も B 型事業所

の持つ基本的な機能であるが、いずれの事

業所でも利用者同士のつながりが形成され

ているエピソードを聞くことができた。こ

の点は、B型事業所という場で同じ時間を共

有する体験の蓄積ということに加え、施設

内でのミーティングの開催の影響もあるも

のと考えられる。 

（３）工賃向上の困難さ

訪問した B 型事業所は、障害者総合支援

法に基づく施設であり、工賃向上について

も施設は目は向けており、他の一般的な B

型事業所同様、あるいはそれ以上に豊富な

作業の種類を用意して、利用者の能力を十

分に発揮できるような環境を整備しようと

しているように見受けられた。 

一方で、いずれの事業所でも全国平均程

度の工賃を下回っており、工賃向上につい

て意義は認めているものの、その実現に苦

慮している様子が窺えた。この理由として、

利用者一人一人の「回復」のペースを重視し

ているため、工賃向上を最優先としては捉

えられいないことや、そのように「回復」を

重視した活動（地域でのネットワーク構築

も含む）が優先されるため、経営コンサルタ

ントなどを招いて経営改善を図るといった

ことまで手が回っていないということが可

能性として考えられよう。 

なお、精神障害者において B 型事業所で

工賃向上を目指す志向性と利用者満足や生

活困難度の改善とが繋がっていないという

報告もある（全国精神障害者地域生活支援

協議会, 2020）。このような点は、依存症者
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を対象とする B 型事業所でも同様であるか

もしれない。そのため、依存症者を対象とし

た B 型事業所でも、工賃向上のみを優先し

た運営ではなく、今後も「回復」に力点を置

いたサービス提供が行われていくのではな

いかと考えられる。 

（４）安定的な企業就労へ繋げることの困

難さ 

いずれの事業所でも依存症がある（あっ

た）ことを開示して、障害者手帳を取得して

障害者雇用枠で就職するといった事例は、

知的障害や統合失調症を重複する場合（事

業所②）を除いて見られなかった。 

この要因として、まず障害者手帳をそも

そも取得したくない、あるいは取得できな

い人が少なくないことが挙げられる。その

ため、障害者雇用で支援実践が行われてき

たようなパターン（障害者手帳を取得し障

害者雇用枠で就職をし、合理的配慮により

仕事を遂行しやすくし過度にストレスが発

生しないようにする、給与と障害年金を合

わせて生活し、長く勤めることを目指す）が

使用できないことが考えられる**。またこ

のようなパターンでの支援には、（仮に依存

症者本人が心理的にこのような支援を受け

ることを了承したとして）障害者手帳の取

得が必要となるが、依存症単独では（うつ病

などの併発がなければ）精神障害保健福祉

手帳の取得ができないことを明確に示す自

治体も存在する。そのため障害者雇用とい

う方法論に制度上乗りにくい人が多いとい

うことが考えられる。 

また、依存症のある人の場合、障害年金で

はなく生活保護を受給している事例が多く、

そのため本調査でも生活保護からの抜け出

すことの困難さが語られる場合があった。

今後、B型事業所の利用者で依存症のある人

の企業就労支援を行っていくためには、こ

れまでの障害者就労支援のノウハウが通用

しない面も多々あり、例えば生活保護を受

給している人の一般企業への就労の希望や

意欲を引き出すためのノウハウの構築が必

要となってくることが考えられる。 

一方、事業所③では自分がこれまで持っ

ていたツテなどで日雇いの仕事に就職して

しまうケースもあることが語られた。これ

までじっくりと職業選択や職業生活の維持

の方法等、すなわちキャリアについて考え

てきた経験が少なく、職業相談をすること

もなく職業人生を歩んできた層に対し、ど

のようなアプローチをすれば有効なのか。

この点についても障害者就労支援・職業リ

ハビリテーション分野で十分な知見は蓄積

されていない。今後そうした知見を蓄積す

ることは、依存症者への就労支援を進める

上で重要となることが考えられる。 

（５）地域との関わりの構築

事業所のアウトカムには、利用者に対す

る直接的援助によるものだけではなく、事

業所としての関わりが地域にどのような影

響をもたらしたのかといった地域への影響

（事業所利用者からすると間接的援助）も

含まれるだろう。 

事業所①では地元自治体との連携のもと、

依存症への啓発を地域で進めるための講演

会や事例検討会などの活動にも熱心に取り

組んでいる。事業所②では地域における就

労支援ネットワークへの参加、事業所③で

は施設立ち上げ時に構築した地元支援者

（非専門職）とのつながりが維持されてい
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た。いずれの事業所でも地域との関係・つな

がりを構築することが重要と考えられてお

り、また実際にその成果が生み出されてい

た。このような地域への関わりが行われる

要因として、依存症者への偏見が大きいこ

と、また地域資源の少なさがあり、その状況

を改善するためには、地域への関わりが不

可欠かつ切実なものとなっていることが考

えられるだろう。 

４．本研究の限界と今後の課題 

今回の報告は事業所３か所の訪問に基づ

いた報告であり、さらに依存症を主対象と

する B 型事業所への訪問調査等を行い、依

存症者を主対象とする B 型事業所の支援の

実態について詳細に分析して、明らかにし

ていく必要がある。また可能であれば、本調

査のような定性的な調査だけではなく、定

量的な調査により全国の依存症者を対象と

する B 型事業所の実態について明らかにす

ることも必要であろう。 

さらに、本調査は事業所の責任者からの

みの聴き取りによるものであり事業所の利

用者から話を聞いていない。B型事業所に通

い、どのような成果が発生したのかという

点については、さらに今後の研究において

利用者からの話を聴き、どのように B 型事

業所への通所、今後のキャリア等について

捉えているのかを把握する必要があるので

はないかと考えられる。 

E.結論

本報告は、依存症者を主対象とする B 型

事業所において、どのような対象者に対し、

どのような運営や支援が行われ、その支援

の成果はどのようなものかを明らかにする

ことを目的とし、3 か所の B 型事業所に対

し聴き取り調査を行った。主な結果は以下

の通りであった。①対象者には、依存症に加

え発達障害などの障害が併存するなど社会

復帰がこれまでの依存症者支援のみでは社

会復帰が困難な人が含まれる。②利用開始

は医療機関や自治体の福祉事務所からのリ

ファーによるものであった。③支援内容と

しては、通常の B 型事業所の要素に加え施

設内でのミーティングや地域の当事者ミー

ティングへの参加が促進されるといった依

存症支援特有の支援方法が含まれる。④地

域への関わりも行われている。⑤生活リズ

ムが整い、利用時間が伸長する、事業所内で

の人間関係が構築されるといった成果が認

められる。⑦工賃向上や企業への就労とい

う面では現在のところ十分な成果は出てい

なかった。 

今後、依存症者の就労支援の状況をさら

によりよいものにするには、これまでの障

害者就労支援の枠組みでは対応されてこな

かった要因（障害者手帳取得困難あるいは

希望しない、生活保護からの脱却が困難）に

ついて取り組んでいく必要があると考えら

れる。そして、どのようなアウトカムが望ま

しいのかという理念的な問題も含め、支援

を検討・洗練させていく必要があるだろう。 

注） 

*厚生労働省科学研究「アルコール依存症に

対する総合的な医療の提供に関する研究」

を基にした、（研究代表者：久里浜医療セン

ター 樋口進）アルコール健康障害・薬物依

存症・ギャンブル等依存症 全国医療機関/

回復施設リスト<https://list.kurihama-
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med.jp/fac/index.html>では、各種の依存

症の回復施設が掲載され、就労継続支援事

業所も含まれている。 

**入職時や就職後の合理的配慮については、

障害者雇用促進法で事業主の提供の義務が

規定されている。なお、障害者雇用促進法第

2 条第 1 号では、合理的配慮の対象となる

障害者は「身体障害、知的障害、精神障害、

発達障害、その他の心身の機能の障害があ

るため長期にわたり職業生活に相当の制限

を受け、又は職業生活を営むことが著しく

困難な者」とされ、障害者手帳を持たない者

を対象から除外していないことに留意され

たい。 
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